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議案第５号 

 

 

農業施策及び地域経済の振興について 

 

（新潟県市長会） 

 

 大都市圏と地方の均衡ある発展を図り、地域経済の振興と活性化を図るため、国に

おいては、次の事項について積極的かつ迅速な措置を講じられるよう強く要望する。 

 

 

１ 農林水産業振興施策の充実について 

 (1) 農業生産基盤整備等を計画的に推進するため、農業農村整備に係る諸施策の所

要額を確保すること。 

 (2) 農地の集積・集約を一層推進するため、農地中間管理機構関連農地整備事業に

ついて、確実に予算を確保すること。 

(3) 中山間地域直接支払交付制度について、地域の実情に応じた取組を推進でき

るよう、広域協定で実施する場合の生産性向上加算の算定基準を見直すとともに、

豪雪地帯特有の掛かり増し経費に対する財政措置を拡充すること。 

 (4) 水田活用の直接支払交付金について、速やかに法制化したうえで、支援水準の

維持・拡大に必要な予算を確保すること。 

    また、令和４年度からの制度見直しが行われた同交付金の運用に当たっては、

生産現場の課題を十分に踏まえ、実態に即した適切な対応を行うこと。 

(5) 現在、開発が進められているｅＭＡＦＦ地図について、期待できる効果が大

きいため、早期に本格運用するとともに、具体的な活用例などの情報提供など、

今後の活用に向けて実用性を高めるための対応を行うこと。 

 (6) やむを得ず農用地区域内において開発を行う場合や農業用排水施設の長寿命

化のための補修・更新をする場合等、地域の実情に応じて農振除外に係る要件を

弾力的に適用するとともに、農業振興地域の変更の権限を都市自治体に移譲する

こと。 

 (7) 農業の更なる競争力強化のため、用排水機能の維持経費等への支援など、多大

なエネルギーを要する低平地農業地域に対する財政支援制度を創設すること。  

(8) 鳥インフルエンザの発生に伴い、発生農場に資材等を供給する業者や売り先

となる加工業者等の関連事業者に生じた損失に対しても必要な支援策を講じる

こと。 

(9) 自然災害により被災した農業者が早期に営農を再開できるよう、農業用機械

及び施設の復旧に係る財政支援を拡充するとともに、災害に強い農業経営基盤の

形成に係る支援を講じること。 

 (10) 中国向けの米の輸出量を拡大するため、日本海側に中国向けの米の輸出指定登

録施設を設置するとともに、米加工品をはじめとする食品の輸入規制撤廃を働き

かけること。 

 (11) 米の需給調整の取組を推進できるよう、国内外に向けた消費喚起策や新規需要

創出など、米価下落への対策を講じること。 
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 (12) 果樹産地としての持続性を確保するため、直轄河川区域での農産物栽培に必要

な占用許可の権利を新規参入者や第三者への移譲を認めるよう、運用の見直し等

を行うこと。 

 (13) 肥料、飼料や燃料等の農業生産資材費の高騰に対し、農業生産等が維持できる

よう、価格高騰対策を継続・拡充するとともに、海外市況に左右されず、農業者

が購入しやすい安価な国産肥料の開発を推進すること。 

 (14) 鳥獣被害の広域化・深刻化に対応するため、鳥獣被害防止総合対策交付金につ

いて、電気柵設置に係る補助要綱を改正すること。 

(15) 有害鳥獣による農業用施設の破損等が激増し、農業経営に甚大な被害をもた

らしているため、被害を受けた農業施設復旧に係る財政支援を拡充すること。 

(16) 市街地での有害鳥獣の出没が増加する中、被害防止を目的とした発砲許可、

市町村の責務とした有害鳥獣の捕獲など、有害鳥獣対策に係る法的規制の問題点

を精査し、改善を図ること。 

また、有害鳥獣の捕獲に係る機材購入や人材育成等の活動費に対して財政支援

すること。 

 (17) 森林環境譲与税について、人口減少に影響されず、永続的に森林整備を推進す

るため、より私有人工林面積に応じた配分となるよう、譲与基準を見直すこと。 

 

２ エネルギー政策の推進について 

(1) 原子力災害対策重点区域内の全地域を原子力発電施設等周辺地域企業立地支

援事業の交付対象とすること。 

 (2) 公共施設への太陽光発電設備の設置については、活用しやすい制度の創設や、

地域の実態に沿った財政措置の拡充など、公共施設における太陽光発電の導入が

推進されるよう、支援制度を拡充すること。  

(3) 脱炭素社会の実現に向け、官民一体となって主体的に取り組むことができる

よう、国庫補助制度による財政支援を強化するとともに、ゼロカーボンシティの

取組について、十分な地方財政措置を講じること。 

 

３ 地域経済の活性化について 

 (1) 新たな地域経済の担い手を創出するため、未来を見据えた新しいビジネスに挑

戦する起業家を後押しするための補助制度を創設すること。 

 (2) 商店街のアーケード等の共同施設を今後も適切な形で維持管理できるよう、商

店街団体が活用しやすい支援策や地域特性を十分考慮した支援制度を創設する

こと。 

 (3) 長期化したコロナ禍における原油価格・物価高騰等の影響に対応し、引き続き、

地域経済の回復を図り、地域の実情に応じた実効性のある対策を講じることがで

きるよう、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の継続、又は代替

的な財政措置の創設など、大胆かつ強力な対策を講じること。 

また、物価高騰の影響により経営環境が厳しい事業者への経済対策の継続や

中小企業における適正な価格転嫁に関する取組を強化し、地方自治体独自の経

済対策への財政支援を行うとともに、電気・ガス価格高騰の激変緩和措置につ

いて、2023 年 10 月以降もその効果や価格状況に応じた支援を実施すること。 
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(4) ポストコロナにおける事業経営が円滑に進められるよう、新型コロナウイル

ス感染症対策等に係る融資の返済が始まることを踏まえて、融資の返済猶予、

返済負担の軽減などについて柔軟に対応すること。 

 


